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第２ 事  業  概  要 
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１ 生活保護 

（１） 被保護世帯数、被保護人員及び保護率 

令和 6 年度における管内の月平均被保護世帯数は 873 世帯、被保護実人員は 1,052 人、保護

率は 12.84‰である。 

世帯数及び人員の推移をみると、長引く不況を背景に平成 11 年度以降は世帯数・人員とも増

加（上昇）してきたが、平成 28 年度には減少し、平成 29 年度以降ほぼ横ばいで推移している。 

保護率は、県内 16 福祉事務所（中核市青森市及び八戸市福祉事務所を含む）の中では最も低

い水準となっている。 

 

管内の保護動向 

 
 

  ※「被保護世帯数」及び「被保護人員」は、保護停止中を含まない。 

  

858 862 869 876 873 

1,062 1,067 1,078 1,065 1,052 

12.30 12.41 
12.71 12.78 12.84 

0.00

2.00

4.00

6.00

8.00

10.00

12.00

14.00

0

200

400

600

800

1,000

1,200

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

(単位：‰)

実数

被保護世帯数 被保護人員 保護率



  

 - 9 - 

 

被保護世帯、被保護人員、保護率（‰）の推移 
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（２） 扶助別人員 

管内の扶助別人員で最も多いのは医療扶助で、受給人員は 932 人、受給率は 88.6％、次いで多 

いのは生活扶助で（898 人、85.4％）、以下、住宅扶助（659 人、62.6％）、介護扶助（331 人、 

31.5％）、教育扶助（24 人、2.3％）の順となっている。    
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（３）  被保護世帯の構造 

管内の高齢者人口比率は全国・県を上回っており、被保護世帯においても高齢者世帯の構成比

率が全国を上回っている。世帯類型を構成比でみると、高齢者世帯が最も多く、核家族化の進行

及び人口の高齢化等に伴って増加し、平成 10 年度に 50％を超え、令和 6 年度では全体の 65.2％

となっている。さらに、管内の被保護世帯のうち 59.3％が高齢者単身世帯である。 

管内の離婚率は全国・県を下回る傾向にあり、令和 6 年度の母子世帯の構成比率は 2.1％と全

国（3.6％）を下回っているが、県（1.8％）を上回っている。 

また、高齢者世帯と傷病障害者世帯で全体の 83.6％を占めており、全国の 80.5％を上回って

いる。その他の世帯の構成比率は全国を下回って推移しているが、令和 6 年度は 14.3％で県の

12.4%を上回っている。 
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（４） 保護の申請、開始及び廃止の状況 

保護申請件数について、平成 29 年度以降は、ほぼ横ばいで推移していたが、令和 4 年度から

急増し、令和 6 年度は 214 件と令和 2 年度比の 138.1％となっている。 

保護の開始世帯数と廃止世帯数を比較すると、平成 20 年度以降は、概ね開始世帯数が廃止世

帯数を上回る傾向が続いている。令和 6 年度は、開始世帯数 148 世帯、廃止世帯数 142 世帯と

なり、開始世帯数が廃止世帯数を 6 件上回った。 

 
 

（５）  保護費の支出状況 

令和 6 年度における保護費支出総額は、15 億 3,993 万円で、前年度より 7,864 万円減少した。 

総額の占める割合が最も高いのは医療扶助の 8 億 3,322 万円（54.1％）であり、次いで生活扶助 

の 4 億 5,013 万円（29.2％）となっており、この 2 つで全体の 8 割以上を占めている。 

また、令和 5 年度と比較して減少しているのは、生活扶助（3.8％減）、介護扶助（5.4％減）、

医療扶助（6.1％減）、葬祭扶助（33.7％減）に対して、住宅扶助（0.3％増）、教育扶助（20.8％

増）、生業扶助（101.4%）は増加した。 

 
 

  

実 数 指 数 実 数 指 数 実 数 指 数

令和２年度 228,102 100.0 11,742 15,510 180,656 100.0 163,516 100.0

令和３年度 229,900 100.8 11,448 17,513 202,689 112.2 202,178 123.6

令和４年度 245,704 107.7 11,402 18,447 215,294 119.2 211,076 129.1

令和５年度 251,384 110.2 11,173 19,638 222,102 122.9 219,112 134.0

令和６年度 259,353 113.7 － － 228,617 126.5 232,330 142.1

令和２年度 2,794 100.0 196 485 2,116 100.0 2,387 100.0

令和３年度 2,789 99.8 201 505 2,091 98.8 2,413 101.1

令和４年度 3,085 110.4 161 656 2,226 105.2 2,519 105.5

令和５年度 3,203 114.6 176 652 2,411 113.9 2,563 107.4

令和６年度 3,249 116.3 143 622 2,452 115.9 2,581 108.1

令和２年度 155 100.0 8 41 106 100.0 102 100.0

令和３年度 155 100.0 9 28 119 112.3 126 123.5

令和４年度 192 123.9 9 55 128 120.8 118 115.7

令和５年度 195 125.8 15 52 126 118.9 124 121.6

令和６年度 212 136.8 11 50 148 139.6 142 139.2

 ※ 指数欄は、令和２年度を100とした指数。

 ※「全国」の令和６年度分については概数値（「取下件数」及び「却下件数」については、現時点で未公表。）。

全 国

青 森 県

管 内

保護の申請処理及び廃止処理の状況

　　　　　　　　　区分

　　　　　　年度

申 請 件 数 取 下
件 数

却 下
件 数

開 始 廃 止

世 帯 数 世 帯 数
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（６） 救護施設入所者の状況 

入所者の状況について、前年度と同数で、令和 7 年 4 月 1 日現在 10 人が入所している。 
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２ 母子・父子・寡婦福祉 
（１） 母子・父子及び寡婦世帯の相談状況 

母子・父子自立支援員 1 名及び福祉調整課職員 2 名の 3 名体制で相談支援を行っている。 

令和 6 年度の母子・寡婦世帯からの相談件数は 213 件で、その内容は、生活一般に関するものが最

も多く、112 件で総数の 52.6％、次いで生活援護に関するものが 62 件で 29.1％、児童に関するもの

が 17 件で 8.0％となっており、その他が 22 件で 10.3％であった。相談の項目毎に見ると、就労に関

するものが 63 件で、総数の 29.6％となっている。 

父子世帯からの相談件数は 4 件であり、その内容は生活援護に関するものが 3 件、生活一般に関す

るものが 1 件となっている。 

 

母子・寡婦世帯の相談状況

小

計

住

宅

医

療

家

庭

紛

争

就

労

結

婚

養

育

費

借

金

そ

の

他

小

計

養

育

教

育

非

行

就

職

そ

の

他

小

計

母

子

福

祉

資

金

寡

婦

福

祉

資

金

年

金

児

童

扶

養

手

当

生

活

保

護

税

そ

の

他

2 128 63 0 0 31 21 0 3 0 8 1 1 0 0 0 0 52 42 0 0 10 0 0 0 12

3 131 76 0 1 6 67 0 1 0 1 7 2 0 0 0 5 31 28 0 0 1 1 0 1 17

4 122 63 1 8 6 44 0 1 0 3 13 10 0 0 0 3 36 34 0 0 1 0 0 1 10

5 169 89 0 6 11 44 0 7 0 21 25 13 9 1 0 2 42 36 0 1 1 2 1 1 13

6 213 112 1 7 10 63 0 2 0 29 17 8 6 0 1 2 62 56 1 1 3 0 1 0 22

そ

の

他

　
区
分

　
　
　
　
　
年
度

合

計

生 活 一 般 児 童 生 活 援 護

 
 

父子世帯の相談状況

小

計

住

宅

医

療

家

庭

紛

争

就

労

結

婚

養

育

費

借

金

そ

の

他

小

計

養

育

教

育

非

行

就

職

そ

の

他

小

計

父

子

福

祉

資

金

年

金

児

童

扶

養

手

当

生

活

保

護

税

生

活

福

祉

資

金

そ

の

他

2 10 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 9 5 0 0 4 0 0 0 0

3 11 4 0 0 0 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 7 7 0 0 0 0 0 0 0

4 9 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 9 8 0 0 0 0 0 1 0

5 16 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 15 15 0 0 0 0 0 0 0

6 4 1 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 3 2 0 0 0 0 1 0 0

そ

の

他

　
区
分

　
　
　
　
　
年
度

合

計

生 活 一 般 児 童 生 活 援 護
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（２） 母子父子寡婦福祉資金の貸付・償還状況 

令和 6 年度の母子福祉資金の貸付決定総額は、前年度より 14.5％減少し、1,602,000 円（5 件）とな

っている。資金別内訳は、修学資金 4 件、生活資金 1 件となっている。町村別の貸付件数を見ると、お

いらせ町、田子町、階上町、及び新郷村では利用者がおらず、三戸町が 1 件、五戸町が 3 件、及び南部

町が 1 件の貸付であった。 

また、父子福祉資金の貸付は修学資金 1 件、寡婦福祉資金の貸付は 0 件となっている。 

貸付金の償還については、令和６年度分母子・父子・寡婦福祉資金調定額 12,118,701 円に対し収入

額は 11,641,875 円で償還率は 96.1％となっている。収入未済として繰り越してきた過年度分の償還率

は 5.5％となっており、収入未済の解消が課題となっている。 

このため、収入未済対策として、より具体的な滞納解消のため、収入未済解消対策要領に基づき、収

入未済解消対策会議を開催し、収入未済の解消に向け取り組んでいる。 

 

令和６年度母子・父子・寡婦福祉資金市町村別貸付決定状況
(単位：千円)

件数 金　額 件数 金　額 件数 金　額 件数 金　額 件数 金　額 件数 金　額 件数 金　額 件数 金  額 件数 金　 額 件数 金  額

おいらせ町 0 0

三戸町 1 348 1 348

五戸町 2 612 1 210 3 822

田子町 0 0

南部町 1 432 1 432

階上町 0 0

新郷村 0 0

4 1,392 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 210 0 0 0 0 5 1,602

おいらせ町 0 0

三戸町 1 765 1 765

五戸町 0 0

田子町 0 0

南部町 0 0

階上町 0 0

新郷村 0 0

1 765 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 765

おいらせ町 0 0

三戸町 0 0

五戸町 0 0

田子町 0 0

南部町 0 0

階上町 0 0

新郷村 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

               区　分

 町村名

修　　　　　　学 修　　　　　　業
就職支度 就学支度 生活資金 住宅資金 転宅資金

合計

(継　　続） (新規貸付) (継　　続) (新規貸付) 件

数
金額

技能習得

寡

婦

福

祉

資

金

合　計

母

子

福

祉

資

金

合　計

父

子

福

祉

資

金

合　計

（３） 自立支援教育訓練給付費補助事業及び高等職業訓練促進給付費等補助事業の事前相談の実施 

自立支援教育訓練給付費補助事業の事前相談は 3 件であった。 

高等職業訓練促進事業費補助事業の事前相談は 3 件であった。 
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３ 女性相談 

（１） 相談受付状況 

相談人員は 43 人で相談延件数は 82 件となっている。 

内訳は、電話が人員 20 人(46.5%)で延件数 50 件(61.0%)、来所が人員 22 人(51.2%)で延件数 30 件

(36.6%)、巡回・出張が延件数 1 件、その他が人員 1 人(2.3％)で延件数 1 件となっている。 

女性相談状況

（再掲）

来所指

示等

外国人

からの

相談

夜間

相談

(手紙

等)

71 38 29 0 29 0 1

165 46 33 0 110 0 4

60 27 22 0 32 0 0

95 35 28 0 59 0 0

51 28 23 0 22 0 0

82 41 35 0 30 1 6

48 20 18 1 25 0 0

65 21 19 1 40 0 0

43 22 20 0 20 0 1

82 30 26 0 50 0 1

その他
（再掲）年

度

区 分 合計

来所による相談

巡回相談

出張相談

による相談

電話相談

2
実人員（人） 3

相談延べ件数（件） 5

6
実人員（人） 0

相談延べ件数（件） 1

4
実人員（人） 1

相談延べ件数（件） 5

3
実人員（人） 1

相談延べ件数（件） 1

5
実人員（人） 3

相談延べ件数（件） 4

 
 

 

（２） 経路別相談受付状況 

相談経路は本人自身からが 42 人で、97.7％と多数を占めており、ほかに縁故者知人が 1 人となっ

ている。 

相談経路別受付状況（実人員）

年

度

区　　分 計

本

人

自

身

警

察

関

係

法

務

関

係

他

の

婦

人

相

談

所

他

の

婦

人

相

談

員

福

祉

事

務

所

他

の

相

談

機

関

社

会

福

祉

施

設

等

医

療

関

係

教

育

機

関

労

働

関

係

縁

故

者

知

人

そ

の

他

来 所 、 巡 回 等 42 40 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0

電 話 29 27 0 0 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0

計 71 67 0 0 1 0 0 3 0 0 0 0 0 0

来 所 、 巡 回 等 28 27 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0

電 話 32 31 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0

計 60 58 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 0

来 所 、 巡 回 等 29 28 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0

電 話 22 21 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0

計 51 49 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1 0

来 所 、 巡 回 等 23 22 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

電 話 25 25 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 48 47 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

来 所 、 巡 回 等 23 23 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

電 話 20 19 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0

計 43 42 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0

5

6

2

3

4
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（３） 相談処理状況 

処理状況は、「助言・指導のみ」が 21 件で全体の 48.8％、その他が 22 件で 51.2％となっている。 

 

相談処理状況

（

再

掲

）

訪

問

調

査

指

導

延

件

数

計

に

入

所

婦

人

保

護

施

設

就

職

・

自

営

結

婚

家

庭

へ

送

還

へ

移

送

福

祉

事

務

所

人

相

談

員

へ

移

送

婦

人

相

談

所

・

婦

員

へ

移

送

所

、

婦

人

相

談

他

府

県

の

婦

人

相

談

関

・

施

設

へ

移

送

そ

の

他

の

関

係

機

助

言

・

指

導

の

み

そ

の

他

一

時

保

護

そ

の

他

165 5 71 0 0 0 0 0 0 0 0 38 33 0

95 1 60 0 0 0 0 0 0 0 0 36 24 0

82 5 51 0 0 0 0 0 1 0 0 29 21 0

65 4 48 0 0 0 0 0 1 0 0 26 21 0

82 1 43 0 0 0 0 0 0 0 0 21 22 06

2

3

4

年度末現在
未処理人員

5

年

　
　
　
　
度

区分

指

導

延

件

数

処 理 済 実 人 員 （ 年 度 中 ）

 
 

 

（４） 相談種別受付状況 

相談種別状況は、「人間関係」が 42 人で 97.7％、「経済問題」が 1 人で 2.3％となっている。 
 

婦人相談種別受付状況（実人員）

夫

等

の

暴

力

酒

乱

薬

物

中

毒

離

婚

問

題

そ

の

他

子

ど

も

の

暴

力

養

育

不

能

そ

の

他

親

の

暴

力

そ

の

他

の

親

族

の

暴

力

そ

の

他

2 71 56 0 0 4 1 0 0 3 1 2 0 1 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0

3 60 53 0 1 2 0 0 0 1 2 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

4 51 43 0 0 1 0 0 0 2 4 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

5 48 43 0 0 0 0 0 0 3 0 1 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

6 43 41 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

５

条

違

反

求

職

そ

の

他

病

気

精

神

的

問

題

経 済 問 題 医 療 関 係
不

純

異

性

交

遊

売

春

強

要

ヒ

モ

・

暴

力

団

関

係

妊

娠

出

産

そ

の

他

生

活

困

窮

借

金

サ

ラ

金

年

度

合

計

人 間 関 係
住

居

問

題

帰

住

先

な

し

夫 等 子 ど も 親 族
家

庭

不

和

交

際

相

手

か

ら

の

暴

力

そ

の

他

の

者

の

暴

力

男

女

問

題

そ

の

他
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（５） 配偶者暴力相談の状況 

平成 14 年 4 月 1 日から、配偶者暴力相談支援センターとして相談支援を行っており、女性等相談

支援員 1 名及び福祉調整課職員 1 名が支援に当たっている。 

令和 6 年度の相談支援の状況は、延べ相談件数が 79 件であった。相談形態としては来所相談が 28

件（35.5％）、電話相談が 49 件（62.0％）、その他（出張相談等）が 2 件（2.5％）であった。 

 

配偶者暴力相談支援センターの状況（令和6年度）

ア　相談処理件数

加害者との関係

相談の 生活の本拠を共

種類 離婚 にする（した）

届出 届出 届出有 済 交際 元交際

あり なし 無不明 相手 相手

来所 28 28 0 28 20 1 0 7 0 0

電話 49 49 0 49 43 0 0 6 0 0

その他 2 2 0 2 2 0 0 0 0 0

計 79 79 0 79 65 1 0 13 0 0

イ　保護命令に係る裁判所への書面提出件数等

計 女性 男性
1 1 0

2 2 0

女性 男性

0 0 0 0

件　　数
配    偶    者

計 女性 男性 計

区　分

保護命令に係る裁判所への書面提出

法第６条による通報件数

ウ　交際相手からの暴力に関する相談件数

  合  計
通報
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配偶者暴力相談支援センター（三戸福祉事務所）における相談状況

相 談 件 数
保護命令が出
さ れ た 件 数

婦 人 相 談 所 に お け

る 一 時 保 護 件 数

4年度 32 0 0

5年度 35 0 0

6年度 50 0 0

4年度 3 0 0

5年度 9 0 0

6年度 11 1 0

4年度 2 0 0

5年度 2 0 0

6年度 0 0 0

4年度 10 0 1

5年度 2 0 0

6年度 6 0 0

4年度 0 0 0

5年度 0 0 0

6年度 2 0 0

4年度 15 0 0

5年度 5 0 1

6年度 3 0 0

4年度 0 0 0

5年度 3 0 0

6年度 4 0 0

4年度 0 0 0

5年度 0 0 0

6年度 0 0 0

4年度 62 0 1

5年度 56 0 0

6年度 76 1 0

4年度 4 - -

5年度 3 - -

6年度 3 - -

4年度 66 0 1

5年度 59 0 0

6年度 79 1 0

合　計

八戸市

おいらせ町

三戸町

五戸町

田子町

南部町

階上町

新郷村

管内計

管  外
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４ その他の業務 

（１） 災害救助 

県地域防災計画に基づき、管内市町村から被災状況（人及び住家等）の情報収集を行い、主管課であ

る健康医療福祉政策課に報告している。 

 

（２） 日本赤十字社三戸地区 

例年、管内町村を対象に奉仕団委員長及び事務担当者会議等を開催している。 

    令和６年度の実施状況 

会  議 開催月 内   容 

奉仕団委員長・事務担当者会議 ７月 
防災・減殺の普及について 

新団員増加の方策、少子高齢化への対応について 

赤十字奉仕団活動研究会 10 月 
１．講話 災害に備える  

２．体験発表  

会員増強・活動資金増収運動促

進会議 
10 月 

会員増強・活動資金増収運動の実施について    

（県支部主催） ※オンライン開催 

郡市地区・町村分区関係者会議 11 月 

1. 赤十字会員増強・活動資金収運動の近況、令和６年

度中間報告 

2. 来年度赤十字会員増強・活動資金増収運動の実施に

ついて 

（県支部主催） ※オンライン開催 

 

 

 

 


